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要　旨
　本研究の目的は Reid et al.（2005）を除きほとんど手つかずの状態であるブランド志向を、
マーケティング研究の中核概念である市場志向と共に取り上げ、それらの組織の志向性が
IMC や事業成果にどのように影響するかを、周辺メカニズムを含めた形で解明することに
ある。まず先行研究のレビューを行ない現状の課題を明らかにしている。続いて課題を踏ま
え、実務家に対して実施したインタビューに基づき 3 つの仮説モデルを導出している。仮説
モデル 1 ではブランド志向並びに顧客志向が IMC そして事業成果にどのように結びつくか
が示される。仮説モデル 2 ではブランド志向並びに顧客志向と IMC 間に影響を及ぼすモデ
レーター要因、並びにそれらの要因が志向性と IMC 間に及ぼす影響が提示される。仮説モ
デル 3 ではブランド志向並びに顧客志向が MSM（Marketing Strategy Making）にどのよう
な影響を及ぼすかが示される。
1.　はじめに
　市場が成熟し続けるわが国において、企業がマーケティング戦略やブランド・マネジメン
トを成功させることは至難の業となっている。そのような市場環境のなかで、市場志向に代
表される一連の志向性を有することは企業にとって不可欠となっている。一連の研究成果に
よって、市場志向や技術志向を取り入れた組織は高い成果をあげることが知られている（eg., 
Slater and Narver 1994; Zhou et al. 2005）。
　市場志向をはじめ一連の志向性には、プロダクト・アウトを起点とする製品志向、研究開
発を重視する技術志向などがあげられる。代表的な志向性の 1 つに、ブランド志向がある。
ブランド志向型組織では、ブランド育成やブランド・マネジメントに組織が目を向けること
になる。わが国の代表的なマーケティング・カンパニーである花王は、長期的にブランドを
育成することを重視し、競争の激しいトイレタリー業界で優れた業績を上げている。このよ
うに現実に成功している企業をみてみると、組織が市場志向ばかりでなくブランド志向も取
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り入れている。しかしながら、ブランド志向を取り上げた研究は Reid, Luxton, and 
Mavondo （2005）の研究を除き、ほとんど手つかずの状態である。
　Reid, Luxton, and Mavondo （2005）の研究では、ブランド志向が IMC に与える影響につ
いて考察している。当該研究では、仮説モデルを提示しているものの実証研究が行われてい
ないばかりか、環境要因といった周辺メカニズムについて全く目が向けられていない。本研
究で着目したのはまさにこの点である。ブランド志向と IMC 間に関係がありそうであると
わかっていても、両者間のメカニズムの解明については、過去の研究で十分に取り組まれて
いないのである。
　本稿では、先行研究のレビューと共に、ブランド担当者へのインタビュー調査を実施する
事により、ブランド志向と顧客志向という 2 つの志向性が IMC そして事業成果へと至る組
織プロセスの解明を試みた。
　以上を踏まえると、本研究の目的は、以下の 3 点にまとめることができる。第一に、顧客
志向やブランド志向が IMC にもたらす影響の解明である。第二に、IMC の中でも特に、ど
ういった要因が顧客志向やブランド志向から影響を受けるかを明らかにする点である。第三
に、顧客志向やブランド志向と IMC 間に存在するモデレーター要因の解明である。
　本稿の流れは、以下のとおりである。まず、本研究の中核となるコンセプトならびに
IMC に関して、概念を説明すると共に、先行研究のレビューを試みる。そしてレビューを
踏まえて、先行研究の課題を明らかにする。続いて、Reid, Luxton, and Mavondo（2004）
の仮説をより頑健にするため、実務家へのインタビューを実施する。次に、先行研究を振り
返りながら仮説を導出する。最後に、本研究の課題と今後の研究の方向性について示す。
2.　市場志向に関する先行研究
　まず、ブランド志向をはじめ、組織の志向性を扱った研究の原点である市場志向について
論じる。市場志向は一言でいうならば、市場志向的な思想や発想が組織にどの程度浸透して
いるかを表す概念である。Narver and Slater（1990）では組織の観点から、市場志向は買
手に対して優れた価値を提供するために必要な行為であり、価値を効率的に創りだすために
優れたパフォーマンスを生み出す組織文化としている。また Kohli and Jaworski（1990）で
は行動の視点から、市場志向は、現在と未来の顧客のニーズを捉えるため、従業員が市場の
インテリジェンスを生み出し、組織間でそのインテリジェンスを普及させ反応していく行動
であるとしている。市場志向研究はこれまでに 1,000 本程度の論文が報告されていることか
ら（1）、広範囲に研究領域が及ぶ。従って、全ての研究を取り入れてレビューを行なうと、
莫大な研究数に及ぶため、詳細なレビューを行なうことは避ける。本章でのレビューの目的
は、市場志向研究の潮流と共に、嚆矢となった研究や主要な研究を取り上げながら、本研究
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の位置付けを明確にすることにある。
2 － 1　市場志向研究の概観
　1 つめの潮流は、市場志向を先行要因として、業績や新商品といったパフォーマンスを成
果要因とするシンプルな実証研究である。市場志向とビジネス・パフォーマンスのモデレー
ター変数を探索した研究（Slater and Narver 1994）、モデレーター変数に市場や技術水準
の安定性を表す混乱度を取り入れた研究（Han, Kim, and Srivastava 1998）、モデレーター
変数に役員形態の適合度を入れた研究（Kim and Feich 1999）が行われている。さらに、市
場志向とビジネス・パフォーマンスを扱った研究が蓄積されるにつれ、メタアナリシスも行
なわれている（eg., Kirca, Jayachandran, and Bearden 2005）。
　2 つ目の潮流は、市場志向と新製品パフォーマンスのブラックボックスを解明に目を向け
た研究であり、今日に至っても研究が進められている（Baker and Sinkula 2007）。市場志
向と新商品パフォーマンスの関係について考察した研究（eg., Atuahene-Gima 1995）、先行
要因として、市場志向が及ぼす新製品のアイデア発生を分析した研究（Lukas and Ferrell 
2000）、部門間の差異や協調が市場志向からどのような影響を受けるかを扱った研究（Kahn 
2001）、媒介要因として他部門どうしが協力的かどうかという組織環境を取り上げた研究
（Wei and Morgan 2002）や新製品開発に着手する際の重要項目を取りあげた研究（eg., 
Langerak, Hultink, and Robben 2004）、さらに資源依存理論で創造性が重視されているのに
着目し、市場志向と新製品パフォーマンスの媒介要因として創造性を取り入れた研究があり
（Im and Workman 2004）、我が国において石田らがIm and Workman（2004）の追試を行なっ
ている（石田、岩下、恩藏、イム 2006）。
　3 つ目の潮流では、マーケティング研究の代表的な概念との関係性の解明に光が当てられ
ている。コミットメントや信頼といったリレーションシップ・マーケティングから、サービ
ス品質といったサービス・マーケティング、さらにはブランド・ロイヤルティといった領域
にまで、市場志向研究の領域は拡がりをみせている。米国のセールス・マネジャーとその販
売員を対象に、販売員の市場志向が役割葛藤と役割の曖昧さにどの程度影響し、職務満足と
コミットメントにどういう変化を及ぼすか考察した Siguaw, Brown, and Widing（1994）や、
供給業者と顧客との市場志向の間に、どのようなギャップがあるか考察した Steinman, 
Deshpandè, and Farley（2000）などがあげられる。
───────────
（1） 『ABI/Inform』により検索を実施した。タイトルに「MarketOrientation」と入力し検索を実施した。
HP アドレス：http://proquest.umi.com。2014 年 6 月 1 日時点で、累計 999 本の市場志向をタイトルと
する論文を確認できる。
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2 － 2　代替的志向性を扱った研究の流れ
　市場志向研究の第 4 の潮流は、代替的志向性に関する研究である。1990 年代後半からは、
市場の成熟化に伴う市場競争の激化、あるいは米国を中心とした Information Technology
（IT）の急速な進歩を反映して、市場志向と同じ次元に位置する多様な代替的志向性（Alter-
native-Orientation）に関する研究がしだいに行なわれるようになった（eg., Noble, Rajiv, 
and Kumar, 2002）。どのような事業環境においても、マーケティングを常に実行していくこ
とが必然的に、ビジネスの成功をもたらすとはいえなくなったからである。そしてどのよう
な志向性をもつこと、あるいはどのように志向性を組み合わせることが最もパフォーマンス
を高めるかが繰り返し論じられており、これまでの研究において志向性の選択や組み合わせ
によって、ビジネス・パフォーマンスが変化することが明らかにされている（eg., Zhou, 
Yim, and Tse, 2005）。
　それでは、市場志向の代替的な志向性としてどのような研究が取り上げられてきたのだろ
うか。代表的な志向性ごとに、レビューを試みていく。
　第一の志向性として、製品志向が取り上げられる。メーカーにおいて常に自社の製品に気
を配ることは最重要課題の 1 つである。製品志向という言葉が登場したのは、Keith（1960）
からである。この研究では 1 つの企業において、時代の変遷とともに、製品志向を起点とし
てやがて販売志向になり、最終的にマーケティング志向になると示唆している。70年代には、
Fayed（1973）がコスト志向やマーケティング志向などと比較しながら、製品志向を、顧客
がいつも自社製品を求めるように、企業が自社製品を売り込む態度としている。このように
市場志向概念が初声をあげる 1990 年以前では、製品志向についてはおもにコンセプト研究
が行われ、実証研究までには至らなかった。実際に、市場志向の代替的志向性として製品志
向が実証研究で取り上げられたのは、Voss and Voss（2000）からである。
　第二に、製品志向と同様、古くからマーケティング志向と対比されてきた志向性として、
販売志向があげられる。販売志向とは、長期的な関係性を無視して、短期的な売上を最大化
する志向性をいう（Lamb, Hair, and McDaniel 2000）。この販売志向については先行研究よ
り、顧客から必要とされない商品すなわち保険や葬儀といった産業で求められ、パフォーマ
ンスにプラスに影響することが確認されている（Noble, Sinha, and Kumar 2002）。リレー
ションシップ・マーケティングの観点からは、短期的な売上を目標とする販売志向は、顧客
ロイヤルティにはつながらず、リピートにつながりにくいといわれる（Lamb, Hair, and 
McDaniel 2000）。この事からも、販売志向に関しては、業種や市場環境によってはプラス
に働くとは言い難い。
　第三に、組織がどの程度技術に目を向けているかを表す志向性、すなわち技術志向
（Technological-Orientation）に関する研究も、近年になって進められている。萌芽的研究で
ある Chahal and Kohli（2006）では、マネジャーの IT に対する志向性を技術志向として、
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成果要因に対してどのような影響があるか考察している。インド北部のチャンディガールの
中小企業 19 社のマネジャーを対象に調査を行なった結果、製品品質、受取人の満足にはプ
ラスに、財務パフォーマンスにはマイナスに影響することを確認している。あるいは、
Hunter and Perreault （2006）は、社会的交換理論（Thibaut and Kelley 1959）を援用しな
がら、セールス・パーソンを対象に技術志向を開発している。米国 Fortune 500 の製造業者
と流通業者 79 社を対象に調査し構造方程式モデルで分析した結果、IT に対する組織内部の
支援と、顧客からの期待を表す顧客承認が技術志向にプラスに働く一方、販売経験がネガ
ティブに影響することを認めている。
　第四に、アントレプレナーシップ志向があげられる。アントレプレナー志向とは、市場機
会に直面したとき自主裁量でリスクをとって行動する性質を表す（Lumpkin and Dess 1996, 
p.136）。Richard, Dwyer, and Chadwick（2004）では、人種や性別を表す文化の多様性を先
行要因、財務パフォーマンスを成果要因、両者のモデレーター要因としてアントレプレナー
志向を取り入れた研究を行なっている。米国の銀行 153 行を対象に調査を行ない、回帰分
析を施すと共に交互作用効果をみたところ、アントレプレナー志向の高い場合には人種の多
様性と財務パフォーマンスは逆 U 字に、性別の多様性と財務パフォーマンスは U 字になる
ことを確認している。あるいは、Voss, Voss, and Moorman（2005）では、劇場を対象に、
ステークホルダーから得られる収入として、ファンクラブからのロイヤルティ収入、寄付か
ら得られる寄付収入、チケット収入の 3 つをあげている。米国の Theatre Communications 
Group のマネージング・ディレクター 136 名を対象に調査を行ない回帰分析を施した結果、
ロイヤルティ収入と寄付収入がアントレプレナー志向の要素である革新性にプラス、チケッ
ト収入がアントレプレナー志向の要素であるリスク・テーキングにマイナスになることを確
認している。
2 － 3　ブランド志向
　前節のとおり様々な代替的な志向性に関する市場志向研究が取り組まれているなかで、ブ
ランドづくりの重要性やブランディングに注力することを組織が志すブランド志向（Brand-
Orientation）については、2000 年前後から研究が始められている。Urde（1996）によると、
ブランド志向とは、ブランドにより構築される競争優位を確立するため、標的となる顧客と
結びつくブランド・アイデンティの創造、開発、防衛に向けて、組織が発展するための取り
組みであるという（Urde 1996, p.17）。
　2005 年以降でとくにさかんにブランド志向に関する研究が取り組まれるようになってい
る。Ewing and Napoli （2004）は、非営利組織を対象に、信頼性と妥当性を検証し、ブラン
ド志向を開発している。あるいは、Wong and Merrilees（2007）もブランド志向尺度を開
発したうえで、ブランド志向がブランド識別性やブランド障壁に影響し、パフォーマンスに
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左右するという命題を提示している。
　近年では、Hankinson（2012）が目標型ブランド志向（Destination Brand Orientation）と
いう尺度を開発している。目標型ブランド志向は、主に旅行業界を対象としたブランド志向
尺度である。下位概念には、ブランドに対する文化、部門での協調性、ブランドとのコミュ
ニケーション、ブランドの真実性、ステークホルダーとの協力性の 5 つがあげられている。
　Ewing and Napoli （2005）や Wong and Merrilees（2005）の他にも、Napoli（2006）が
ブランド志向が及ぼす影響に関する命題を、Reid, Luxton, and Mavondo（2005）がブラン
ド志向のおよぼす影響に関する仮説を提示している。
　以上からわかるとおり、ブランド志向に関しては、他の代替的志向性と比較すると、最近
になりさかんに研究が取り組まれるようになっている。しかしながら、尺度開発あるいは仮
説や命題の提示までに研究の段階が留まっており、実証研究が全く行なわれていない。
3.　IMC研究の概観
3－ 1　IMC概念の変化
　続いて、本研究の 2 つ目の鍵概念である IMC について論じよう。近年では広告主は広告
だけではなく、それ以外のコミュニケーションにも目を向けていかなければならず、効果的
な広告活動を展開するには IMC の視点が重要であるといわれている（嶋村 2006）。
　この IMC に関しては、マーケティング・コミュニケーション戦略の質的な変化に関して、
効果性と効率性を最大限に確保するため、「ミックス」から「質的な統合ないし融合」を図
らねばならないとする主張から概念が登場している（亀井、疋田 2005）。最古の定義として
は、1989 年の American Association of Advertizing Agencies のものがあげられる。Ameri-
can Association of Advertizing Agencies によると、IMC とは、企業が発信する広告、PR、
SP、製品パッケージといったあらゆるマーケティング・コミュニケーション活動を、受け
手である顧客の視点に立って、組織全体で統合する事をいう。
　Association of Advertizing Agencies の定義以降、1990 年前半には IMC に関して、様々
な定義が提唱されている。Krugman et al.（1994）によると、IMCとはあらゆるコミュニケー
ション手段を統合し「1 つの声」に聞こえるような明快で一貫性のあるマーケティング・コ
ミュニケーションを展開することであるという。また、Duncan and Everett（1997）による
と、IMC とは、直接反応広告、販売促進、PR などの多様なコミュニケーションの戦略的な
役割を評価し、明晰性、一貫性、最大効率を与えるために統合を行なうというマーケティン
グ・コミュニケーション計画のコンセプトであるという。あるいは、IMC の代表的な論者
であるSchultz（1993）はIMCとは、顧客や見込み客に対して多様な説得的コミュニケーショ
ンプログラムを開発し、実行するプロセスであるという。Duncan and Everett（1997）が広
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告主の観点から、Schultz（1993）が消費者の視点から定義付けしている。
　1990 年前半には、上記のとおり IMC が様々な形で定義付けされることで、以下のような
5 つの実態が把握されるようになった（亀井、疋田 2005）。単純な「統合」観に立脚した多
種多様な定義の存在、伝統的な「ミックス」議論との識別不可能性、マーケティング・コミュ
ニケーション手段の観念的な「統合」議論の普及、送り手視点のみの強調、最新の顧客およ
び IT 議論における没交渉性の 5 点である。
　2000年以降では、IMCを巡る議論あるいは実践も一変の様相を呈する状況が、欧米のマー
ケティング・コミュニケーション界において現れた。ブランド・コミュニケーションすなわ
ち、ブランドを介した消費者とのコミュニケーションが注目されるようになったのである。
なかでも、最大の変化は、IMC をコンセプトや活動とするのではなく、ビジネス・プロセ
スと考えている点である。
　例えば、Duncan（2002）では、IMC とはあらゆるメッセージをコントロールし、顧客や
ステークホルダーとの対話を尽力することで、彼らと良好な関係を作り育む、部門横断的な
プロセスであると述べている。2000 年以前がマーケティング・コミュニケーション手段の
「最適統合」にみていた一方、2000 年以降では顧客やステークホルダー間のマーケティン
グ・コミュニケーション活動によって有益な関係を構築し維持するための「管理過程」とみ
られるようになったのである（亀井、疋田 2002）。以上から、図表 1 のように IMC 概念が
時代と共に拡張していることが伺える。
図表 1　IMC 概念の拡張
従　来 現　在
利用するメディア 広告、PR、SP、製品パッケージ
左記に加え、社内 SNS などの
ニューメディア
流すメッセージ 全社で統一させる
統一させるだけでなく、コント
ロールする
顧客との関係 顧客視点に立ったメッセージづくり 良好な関係づくり
部門間の関係
メッセージは統一させるが、連携は
とらない
連携をとる
3 － 2　先行研究の課題
　前述したとおり、市場志向研究のなかで 4 つ目の潮流である代替的志向性を扱った研究は
比較的最近になって取り組まれており、様々な代替的志向性について研究が進められてい
る。なかでも、ブランド志向については尺度開発や命題提示までに研究の段階が留まってお
り、他の志向性との関係性、あるいはブランド志向がもたらす効果については全く明らかに
されていない。ブランド志向研究の先端を走る、仮説導出までを行なった Reid, Luxton, and 
Mavondo （2005）の研究では、ブランド志向が影響する変数として IMC を取り上げている。
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この IMC 概念は前節で述べたとおり、現在のビジネス環境の変化を反映して、以前の概念
とは質の異なるものとなっていた。
　以上から、課題を多く残すブランド志向と、拡張し続ける概念である IMC との結びつき
が明らかにできたならば、先行研究の課題を克服するのみならず、IMC をよりパワフルに
組織に根付かせるヒントを与えてくれると考えた。
　そこで本研究では、ブランド志向が IMC に影響する一連のメカニズムを解明するため、
仮説導出を試みる。
4.　仮説の導出
4－ 1　ブランド担当者への定性調査
　前章で示したとおり、ブランド志向は組織に優れたパフォーマンスをもたらす可能性が秘
められているにも関わらず、ブランド志向をテーマとした研究は多くが概念に関する議論で
あり、実証研究が取り組まれていない。したがって、ブランド志向がビジネス・パフォーマ
ンスや新製品の成功といった成果変数にもたらす影響や、両者間に及ぼすモデレーター要
因、そして市場志向をはじめとした組織の志向性との関係性といった一連のメカニズムを解
明することは学術的に貴重な貢献をもたらすと考えられる。そこで本研究では、ブランド志
向とパフォーマンスの関係について唯一仮説モデルを提示している Reid, Luxton, and 
Mavondo （2005）の研究を起点に研究を進めていく。
　Reid, Luxton, and Mavondo （2005）の仮説を精緻化すると共に、わが国で妥当性のある仮
説にするため、わが国の企業のブランド担当者に対してインタビューを実施した。対象者は、
商品開発に携わったことのある実務家 8 名であった（平均勤続年数は 9.5 年）。実施期間は
2012年8～9月の1時間程度であり、その際には、Reid, Luxton, and Mavondo（2005）をベー
スにして、以下の質問項目を事前に設定している。（1）（3）に関しては、Reid, Luxton, and 
Mavondo（2005）と同様の質問項目になっている。
図表 2　インタビュー内容
インタビュー
項目
インタビュー内容
Reid, Luxton, and Mavondo (2005) との
類似点
（1）
商品開発あるいはブランディングを行なう
際、ブランド志向といった志向性が存在し
ているか。
Reid, Luxton, and Mavondo. (2005) で取
り上げたものと同様の志向性
（2）
複数の志向性が存在している場合、どの志
向性が重要か。
新
（3）
（1）で取り上げた志向性は、IMCに影響す
るか。
Reid, Luxton, and Mavondo. (2005) にお
ける仮説 1、3
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（4）
IMC 以外に組織の志向性はどういった要
因に影響を与えるか。
新
（5）
組織の志向性は組織モデレーター要因から
どういった影響を受けているか。
新
（5）でモデレーター要因を取り上げるため、先行研究で取り上げられてきた代表的なモデ
レーター変数を 4 つ取り上げ、組織の志向性に影響を及ぼすか、及ぼす場合にはどのような
影響を及ぼすかを対象者に尋ねている。
　集権化とは、職務の高い従業員に責任を集約させて、意思決定や物事を進めていくうえで、
彼らの承認や許可が不可欠であることをいう（Jaworski and Kohli 1993）。例えば、集権化
が高いと組織では、仕事を進める上で、どんなにささいなことでも、上司に伺う必要がある。
　コミュニケーション費用への裁量性は、Langerak, Hultink, and Robben （2004）の「コミュ
ニケーション費用」を基に開発している。商品を管理していくうえで、社内外の関係者とコ
ミュニケーションをとるための費用および媒体を、自らで決められるかをいう。例えば、所
属する部門では、広告をどの媒体で打ち、さらに、その投下量を自由に決められる。
　職能横断的統合とは、複数の部門の従業員たちが結束して、新製品開発に取り組んでいる
かどうかを示す（Narver and Slater 1990）。
　部門間コンフリクトとは、部門間で生じている摩擦を示す（Jaworski and Kohli 1993）。
例えば、部門間コンフリクトの高い組織では、マーケティング部門と製造部門が行動するう
えで、目標が一致していないといった事象が該当する。インタビュー対象者としては、以下
の 8 名に尋ねている。
図表 3　インタビュー対象者の属性
No インタビュー日時 業種 部門 役職 仮氏名
1 2012年8月24日（金） 食品 食品事業部 マーケティング担当 Ａ氏
2 2012年9月14日（金） 総合電機 商品企画 マーケティング担当 Ｂ氏
3 2012年9月19日（水） 日用雑貨 調査 マーケティング担当 Ｃ氏
4 2012年9月20日（木） 金融 マーケティング部 マーケティング担当 Ｄ氏
5 2012年9月20日（木） 流通 生活雑貨部
海外マーケティング
担当
Ｅ氏
6 2012年9月23日（日） 楽器 人事部 課長 Ｆ氏
7 2012年9月24日（月） Web 開発 ―
代表取締役
社長
Ｇ氏
8 2012年9月26日（水） アパレル ― 執行役員 Ｈ氏
　なお、職種および役職の内訳は、以下の通りである。
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図表 4　インタビュー対象者の職種と役職
職種 役職
62%
25%
13%
製造業
サービス
その他 75%
12.5%
12.5%
担当者
役員かそれ以上
事業部門長
4 － 2　仮説の導出
　続いて、以上のインタビュー結果ならびに先行研究を踏まえて仮説モデルおよび仮説の導
出を試みる（2）。
4 － 2－ 1　仮説モデル 1
　前述したとおり、IMCの概念は1990年代初頭に提唱され、2000年以降に拡大していった。
1989 年の American Association of Advertizing Agencies や Krugman, Reid, Dunn, and 
Barban（1994）の定義に従えば、IMC は、企業が発信するコミュニケーションの統一化を
目指したコンセプトであった。したがって、組織の志向性という観点から考察すると、ブラ
ンド志向のみを組織は目指していれば IMC を実現することができた（図表 5）。
図表 5　2000 年以降の組織の志向性と IMC の関係
組織の志向性
ブランド志向
IMC
・メッセ ジーの統一
　しかしながら前述したとおり、2000 年以降では、欧米を中心に IMC の定義が再考された。
───────────
（2） インタビュー結果の詳細については紙幅の都合上、本稿では割愛しているが筆者の博士課程研究室に保
管されている。
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OOH といったニューメディアの出現によって、従来の定義では IMC の概念を的確に表せな
くなったからである　（亀井、疋田 2005）。環境が変化したことで、企業はメッセージの統
一のみならず、より部門横断的な職能横断的統合や、これまで以上に顧客との関係性構築が
求められるようになった。以上から、今日のビジネス環境では、組織の志向性という観点か
ら考察すると、ブランド志向のみでは、IMC を実現することが困難であると思われる。
　それでは今日の IMC を実現するにはどのような志向性を取り入れるべきなのだろうか。
Duncan（2002）によると、従来の IMC の実現には、ブランドが重視され、そのブランドを
組織内で浸透させるためにメッセージの統一化のみが図られればよかったが、今日の IMC
を実現するには、顧客に対するメッセージを戦略的にコントロールし、顧客と良好な関係を
構築することが求められるという。また今回のインタビュー結果では、以下のような発言が
みられた。大手食品メーカーでは通常、チームでブランド開発を行なっている。開発の際に
は、ブランド志向のみならず顧客志向も重視する文化がマーケティング部門を超えて、パッ
ケージ部門や営業部門にまで浸透しており、ブランドのみならず顧客に関しても議論してい
るという（3）。
　以上の先行研究とインタビューを踏まえると今日の IMC を実現するには、ブランド志向
のみならず、どうやら顧客を常に意識する顧客志向も含めることが不可欠と想定される。す
なわち、図表 6 のように、今日では、ブランド志向のみならず、顧客志向を含めることで始
めて IMC に影響を及ぼすことができると思われる。したがって以降では、ブランド志向の
みならず、顧客志向を加えた形で考察していく。以上を踏まえ、次の仮説が設定された。
図表 6　今日における組織の志向性と IMC
組織の志向性
ブランド志向
市場志向
IMC
概念の拡大
・メッセ ジーの統一
・顧客志向
・競争志向
・職能横断的統合
・顧客との良好な関係構築実現
・部門横断的な統合の必要性
　仮説 1a：
　顧客志向は、IMC にプラスの影響を与える。
───────────
（3） 2012 年 8 月 24 日に実施した食品メーカー A 氏へのインタビュー結果を基にしている。
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　仮説 1b：
　ブランド志向は、IMC にプラスの影響を与える。
　それでは、顧客志向とブランド志向はどちらが IMC に影響を与えているのだろうか。大
手食品メーカーでは消費者に印象を与えるブランドづくりを実現するため例えば、成分にカ
フェインを加えたいとマーケティング部門の人間が主張しても、当該ブランドにはカフェイ
ンを入れたくないと原材料部門の人間が反論する。最終的には、ブランドの世界観から外れ
ていないかをチェックすることで、どちらの部門の意見を採用するか決めるという（4）。また、
Reid et al. （2005）によれば、顧客志向と IMC の概念は部門間が協力し合って、最善の成果
を目指す点で共通しているという。一方で、ブランド志向と IMC の概念は顧客やステーク
ホルダーとよい関係を構築し、より優れた価値を提供する点で共通しているという。以上か
ら、社内のやりとりを重視するだけではなく、社外のステークホルダーまでに目を向けて、
優れた価値を提供していく点において、顧客志向よりブランド志向の方が、IMC にいっそ
う強く影響すると考えられる。
　以上のとおり、メッセージの統一性やブランドの世界観の伝達といった視点から、顧客志
向よりもブランド志向の方が IMC に与える影響は強いと想定される。以上から、仮説モデ
ル 1 を提示するとともに、仮説 1c を導出した。
　仮説 1c：
　顧客志向よりも、ブランド志向の方が IMC に与える影響は強い。
図表 7　仮説モデル 1
顧客志向
ブランド志向
IMC
H1c
H1a
H1b
4 － 2－ 2　仮説モデル 2
　続いて、顧客志向ならびにブランド志向と IMC 間に存在するモデレーター要因について
考察する。
───────────
（4） 2012 年 8 月 24 日に実施した食品メーカー A 氏へのインタビュー結果を基にしている。
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4 － 2－ 2－ 1　集権化
　組織の集権化が進むほど、その都度上司に意思決定を委ねることになるため、現場は臨機
応変に顧客対応ができなくなる（eg.,Matsuno, Mentzer, and Rentz 2002）。また、高い集権
化の組織では、顧客の声に、上司が常に的確に対応できるとも限らない（5）。上司は管理業
務に追われ、現場の現状を理解していないことが往々にしてあるからである。そこで企業の
多くは現場に意思決定を委ねている。実際、リッツカールトンホテルでは、現場に裁量を委
ねることで、顧客の細かな要望にタイムリーに対応している。また、大手クレジットカード
会社では、上司の意思決定が強すぎると、スピーディーに顧客対応ができなくなってしまう
と考え、現場にほとんどの権限を移譲している（6）。以上から、集権化が進むほど、顧客志
向が IMC に与える影響はより低下すると考えられる。
　一方で、ブランド開発では、上司が意思決定を行なった方が、意見やアイデアがぶれずに、
ブランドの方向性がしっかり定まると考えられる。上司は長年、当該ブランドの育成に携
わっており、ブランドのイメージやアイデンティティを最もよく理解している（7）。大手日
用雑貨メーカーでは食器用洗剤のブランド開発において、2 名でチームを編成し、終始一貫
メッセージをブランドのイメージと統一させた。2 名に権限を集権化することで、ブランド
のメッセージを統一させやすくしたのである（8）。
　また、上司のモニタリング機能により、ブランドに根付いたルールや理念から外れなくな
るとも考えられる。ある食品メーカーでは、長年同一ブランドを担当してきた上司がブラン
ドのコンセプトや世界観を統一させることで、優れたブランド・アイデンティティを実現し
ている（9）。したがって、集権化が進むほど、ブランド志向が IMC に与える影響はより上昇
すると考えられる。以上から、次の仮説が導出される。
　仮説 2a：集権化の程度が高まるほど、顧客志向は、IMC によりマイナスに影響する。
　仮説 2b：集権化の程度が高まるほど、ブランド志向は、IMC によりプラスに影響する。
4 － 2－ 2－ 2　コミュニケーション費用の裁量性
　コミュニケーション費用の裁量性が高い組織では、顧客情報やブランドについて、マーケ
ターは社内外に伝える機会に多く恵まれる（Langerak, Hultink, and Robben 2004）（10）。そし
───────────
（5） 2012 年 9 月 24 日に実施した Web 開発会社 G 氏へのインタビュー結果を基にしている。
（6） 2012 年 9 月 20 日に実施した金融機関 D 氏へのインタビュー結果を基にしている。
（7） 2012 年 9 月 20 日に実施した流通会社 E 氏へのインタビュー結果を基にしている。
（8） 2012 年 9 月 19 日に実施した日用雑貨メーカー C 氏へのインタビュー結果を基にしている。
（9） 2012 年 8 月 24 日に実施した食品メーカー A 氏へのインタビュー結果を基にしている。
（10） Langerak, Hultink, and Robben (2004) では、製品開発のメカニズムを考察しているため、コミュニケー
ション費用ではなく、開発予算という概念をあげている。
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て、担当ブランドに関して、自由裁量のもと、大量かつ多くの媒体を取捨選択し使用するこ
とで、ブランド・イメージやコンセプトの一貫性を社内外によりよく伝える（11）。
　今日では IT ツールの発達により、工夫すればブランド志向を高める仕組みが構築できる。
IT ツールには、インターネットやメールだけでなく、Facebook や Twitter までを含む（12）。
花王ではシャンプーブランドのアジエンスを上市する際、TV タイアップ、OOH、社内サン
プリングを行い、社内外で IMC を実現した。また、大手流通企業では、IMC を高める施策
としては、展示会を年 2 回開催し、伝えたいブランドについて説明会をおこなった（13）。あ
るいは、大手楽器メーカーでは、プロゴルフ大会を主催することで、社内外にゴルフブラン
ドのイメージを伝えている（14）。
　一方で、顧客志向と IMC に関しては、ある一定水準を超えると、コミュニケーション費
用への裁量性から影響をあまり受けなくなると考えられる。全ての顧客情報が、社内に一通
り行き渡り、情報過多の状態となるからである。したがって、POS データや競合他社の情
報が十分に保有されている組織では、IMC をすでに実現できているため、その水準以上に
情報を取得できるようになったとしても、IMC は向上しないと想定される。以上から、次
の仮説が導出される。
　仮説 3a：コミュニケーション費用への裁量性の程度が高まるほど、顧客志向は、
　 　　　　IMC によりプラスに影響する。
　 　　　　しかしながら、ある水準を超えると、ほとんど増加しなくなる。
　仮説 3b：コミュニケーション費用への裁量性の程度が高まるほど、
　 　　　　ブランド志向は、IMC によりプラスに影響する。
4 － 2－ 2－ 3　部門間コンフリクト
　部門間コンフリクトが高いほど、顧客志向とブランド志向が IMC に与える影響は低下す
る。他部門との仲が悪いと、普段のコミュニケーションのみならず、ブランド・メッセージ
を伝える上でも、支障を来すからである（eg., Jaworski and Kohli 1993）。特に、この影響は、
顧客志向と IMC 間で強く働くと考えられる。部門間の仲が悪いと、例えば、顧客情報を、
クリエイティブ部門が営業部門から受けつけないといったことが起こる（Harris and Piercy 
1999）。ヤマハ発動機のインプレスというゴルフブランドについて、社員はブランドに関す
る情報を社内報やミーティングを通して知ることができる。しかしながら、そのインプレス
───────────
（11） 2012 年 9 月 14 日に実施した総合電機メーカー B 氏へのインタビュー結果を基にしている。
（12） 2012 年 9 月 19 日に実施した日用雑貨メーカー C 氏へのインタビュー結果を基にしている。
（13） 2012 年 9 月 20 日に実施した流通会社 E 氏へのインタビュー結果を基にしている。
（14） 2012 年 9 月 23 日に実施した楽器メーカー F 氏へのインタビュー結果を基にしている。
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が顧客からどのように認知されているか、あるいは使い勝手がどうかについては、マーケ
ティング部門から情報をえなければわからない。今回アパレルメーカーのブランド・マネ
ジャーにインタビューを実施した結果、店の店長と仲が良くないと、顧客の声や苦情を収集
しにくいという事実が確認された（15）。
　一方、ブランド志向と IMC 間では、部門間コンフリクトからの影響は顧客志向ほどは影
響を受けないと想定される。ブランドの役割の 1 つには、従業員達に共感を生み出し、組織
の基本的な目標や戦略をより実行しやすくする働きがあるといわれる（Aaker 1996）。ブラ
ンドに関しては、ブランド・アイデンティティ等の働きにより、ある程度組織内で統一され
た認識がもたれるため、部門間の仲の良し悪しからは影響を受けにくいのである（16）。以上
から、次の仮説が導出される。
　仮説 4a：部門間コンフリクトの程度が高まるほど、
　 　　　　顧客志向は、IMC により強くマイナスに影響する。
　仮説 4b：部門間コンフリクトの程度が高まるほど、
　 　　　　ブランド志向は、IMC によりマイナスに影響する。
4 － 2－ 2－ 4　職能横断的統合
　職能横断的統合が進んだ組織では、様々な部門が共に手を携えて製品を開発するため、ブ
ランドに関する情報や顧客の声が迅速に伝わる（Kahn 1998）。したがって、職能横断的統
合は、顧客志向やブランド志向が IMC に与える影響にプラスに働くと考えられる。
　この際、ブランド志向が顧客志向よりも、いっそう強い影響を与えると想定される。例え
ば、営業部門、マーケティング部門、宣伝部門の人間が一つのテーブルで働き、担当ブラン
ドについて、昼夜を問わず議論していたら、そのブランドについてのメッセージやイメージ
の統一化がいっそう図られる（17）。実際、花王株式会社ではマトリックス組織（ブランド部
門×専門部門）を構築することで、開発部門などの縦の部門が飲料ブランドに関する技術を
もっている。縦と横の部門が連携するほど、ブランドの強さが高まるようになっているので
ある。
　また、恩藏（1999）が提唱したラグビー型の製品開発では、ブランドに関する会議がよ
り多くなるため、マーケティング部門がもつブランドに関する情報を、営業部門や他部門に
より伝えられると考えられる。大手食品メーカーでは、ラグビー型の製品開発を行なうこと
でブランドの世界観を社内で統一させることに成功している（18）。
───────────
（15） 2012 年 9 月 26 日に実施した流通会社 H 氏へのインタビュー結果を基にしている。
（16） 2012 年 9 月 20 日に実施した流通会社 E 氏へのインタビュー結果を基にしている。
（17） 2012 年 9 月 20 日に実施した金融機関 D 氏へのインタビュー結果を基にしている。
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　一方、顧客志向については、朝礼や社内イントラなどを通じて顧客情報として共有できる
ため、職能横断的統合の高低からはあまり影響を受けないと考えられる（19）。顧客情報は客
観的なデータであるため、誰が消費者調査の結果を解釈しても変わらないのである（20）。以
上から、次の仮説が導出される。
仮説 5a： 職能横断的統合の程度が高まるほど、顧客志向は、IMCに強くプラスに影響する。
仮説 5b： 職能横断的統合の程度が高まるほど、ブランド志向は、IMC により強くプラス
に影響する。
図表 8　仮説モデル 2
顧客志向
ブランド志向
IMC
部門内モデレーター 要因
職能横断的
統合
集権化
コミュニケー
ション費用へ
の裁量性
部門間
コンフリクト
部門間モデレーター 要因
H2a,b H3a,b
H4a,b H5a,b
4 － 2－ 3　仮説モデル 3
　インタビュー項目（4）の結果に注目すると、IMC 以外にも顧客志向やブランド志向から
影響される要因があると考えられる。大手楽器メーカーでは、様々な楽器を開発する際には、
マーケティング戦略立案が不可欠であるという（21）。あるいは、大手総合電機メーカーでは、
製品開発で議論を進める際に、議論を行なう目的といったものが不可欠であるといわれ
る（22）。さらに、大手日用雑貨メーカーでは、より精緻にプラン二ングすることで、さらに
───────────
（18） 2012 年 8 月 24 日に実施した食品メーカー A 氏へのインタビュー結果を基にしている。
（19） 2012 年 9 月 20 日に実施した流通会社 E 氏へのインタビュー結果を基にしている。
（20） 2012 年 9 月 19 日に実施した日用雑貨メーカー C 氏へのインタビュー結果を基にしている。
（21） 2012 年 9 月 23 日に実施した楽器メーカー F 氏へのインタビュー結果を基にしている。
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素晴らしいブランドを育成できるという（23）。以上から、マーケティング戦略の立案と実行
の重要性が垣間見られる。
　以上から、顧客に目を向けて行動する志向性である顧客志向、あるいは、ブランド育成を
重視するブランド志向というのは、組織におけるマーケティング戦略の意識を高めると考え
られる。
　今回のインタビュー結果に基づいて、組織における戦略の立案や実行の意識を高める意識
を表す概念として、本研究では Menon, Bharadwaj, Adidam, and Edison （1999）が提唱した
MSM（Marketing Strategy Making）を使用した。Menon, Bharadwaj, Adidam, and Edison
（1999）によると、MSM とは、マーケティング戦略を計画する、あるいは実行するうえの、
活動、プロセス、そして慣例的な業務をいう（Menon, Bharadwaj, Adidam, and Edison 
1999, p.21）。以上に基づいて、次の研究仮説を設定した。
　研究仮説（Research Hypothesis）：
　顧客志向あるいはブランド志向は、MSM にプラスの影響を与える。
図表 9　仮説モデル 3
顧客志向
ブランド志向
MSM
R・H
5.　おわりに
　本稿では、ブランド志向をはじめとする組織の志向性が IMC、そして両者間に影響を与
える組織要因を解明するファースト・ステップとして、市場志向や IMC を取り上げた既存
研究を振り返りながら、両者の関係性を考察した。
　理論的インプリケーションとしては、ブランド志向を論じた研究はこれまで取り組まれて
きたものの（Reid, Luxton, and Mavondo 2005）、他の志向性との関係性、あるいは成果変数
を含めた周辺メカニズムについては議論が至っていない点を踏まえ、先行研究のレビュー、
───────────
（22） 2012 年 9 月 14 日に実施した総合電機メーカー B 氏へのインタビュー結果を基にしている。
（23） 2012 年 9 月 19 日に実施した日用雑貨メーカー C 氏へのインタビュー結果を基にしている。
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並びに、実務家へのインタビューから、ブランド志向ならびに顧客志向が IMC にどのよう
な影響を及ぼすか、そして 2 つの志向性と IMC 間の周辺メカニズムはどのようになるかを
示した仮説モデルを導出したことがあげられる。
　このことは、実務的な側面からも有力なインプリケーションを提供している。今回提示し
た 3 つの仮説モデルでは、先行要因として 2 つの志向性を取り上げているため、これら 2
つの志向性を組織に根付かせる事が出来れば、最終的にブランド・パフォーマンスを高める
組織を実現する可能性がある。さらに、仮説 2 では、2 つの志向性と IMC 間に影響を与え
るモデレーター要因が示されている。これらのモデレーター要因はいずれも、操作可能な変
数であるため、これらの変数を考慮することで、IMC を向上させ、ひいては、ブランド・
パフォーマンスを高めることができるのである。
　今後の研究の方向性は、導出した仮説モデルを検証すべく、実証研究を行なうことにある。
実際のデータを用いて、3 つの仮説モデルのメカニズムが解明されれば、2 つの志向性を実
現することで、IMC や MSM を効果的に組織に普及させ、ブランド・マネジメントをより
有利に展開していける。
　以上のような貢献があるとはいえ本研究で全てを論じきっているわけではない。いくつか
の課題も残されている。第一に、今後実証研究を行なう際にはブランド・マネジメントに従
事する者の中でどの職階の者を対象とするか考察しなければならない。わが国のブランド・
マネジャーを対象とする場合、実際にデータを収集できるかといった出現率が問題となる。
したがって事前調査を行なう等して出現率が十分かどうか確認しなければならない。更にコ
モン・メソッド・バイアスを排除することまでを考えると、ブランド・マネジャーとブラン
ド担当者あるいは営業担当者といった 2 段階サンプルの設計を考えねばならない。
　第二に、今後研究対象とするブランドの定義について再考するべきである。ブランドには
コーポレートブランドから個別ブランドに至るまで様々なレベルがあり、それらによって後
に続く変数に与える影響が変化すると考えられる。あるいは、業種別に調査設計を変更させ
ることも念頭におくべきである。恩藏（1991）は、「食品」業界と「自動車・家電」業界で、
商品開発の進め方が異なることを明らかにしている。当該研究に従えば、業種ごとに、商品
開発のステップは異なっているため、ブランド・マネジメントに関する調査を行う際にも、
開発ステップなどの影響要因を考慮する必要に迫られるだろう。
　第三に、今日示した仮説を検証する際には、測定尺度を選定する必要がある。市場志向に
ついてとりあげてみると、組織文化（Narver and Slater 1990）あるいは市場情報（Kohli 
and Jaworski 1990）、どちらを表した市場志向を用いるべきか検討する必要がある。あるい
は、IMC 尺度の選定についても吟味するべきである。IMC 尺度についてはこれまで様々な
尺度が開発されている。Duncan and Moriarty（1998）は、IMC 尺度を開発し、下位概念と
して双方向性、ミッション・マーケティング、職能横断的な戦略プランニングの 3 つをあげ
市場志向とブランド志向が IMC に及ぼすメカニズムの解明
─ 77 ─
ている（24）。Lee and Park （2007）も IMC 尺度に着手しており、構成要素としてメッセージ
やイメージの一貫したコミュニケーション、コミュニケーションの差別化、データベースを
中心としたコミュニケーション、コミュニケーションによる顧客との関係構築の 4 つをあげ
ている（25）。
　以上の課題はあるものの、本研究は近年注目を集めているブランド志向ならびに顧客志向
と、マーケティング・コミュニケーション研究で重要な概念である IMC 間の関係性を明ら
かにするべく、両概念を扱った研究を丁寧にレビューすることで研究課題を明確にした上
で、実務家へのインタビューを実施することで補強し、3 つの仮説モデルと複数の仮説を導
出した点で有力なインプリケーションをもたらしている。
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